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再発防止策の進捗状況に関するお知らせ（最終報告） 

 

当社は、2025年1月14日付「再発防止策の策定に関するお知らせ」において公表しましたとおり、特別

調査委員会の調査結果及び提言を踏まえた再発防止策を策定し、その実行に取り組んでまいりましたが、

現時点までに、公表しました各施策は概ね実行に至っていることから、その進捗状況につき、下記のと

おり最終報告としてお知らせいたします。 

 

記 

 
【再発防止策の進捗状況（概要）】 
Ⅰ．風土・文化について  
１．支配的株主との適正な距離の確保 

2024 年 12 月 31 日をもって支配的株主は相談役を退任済であり、当社内においては再発防止策で定

めた禁止事項及び支配的株主との間の対話ルールを規程化し運用しております。また現任の常勤取締役

はそれぞれ、取締役会へ、これらの事項を遵守する旨の誓約書を提出しております。IR・SR を目的とす

る常勤取締役と支配的株主との面談の際は、社外役員が同席するとともに、取締役会に報告がなされて

おります。 
 

Ⅱ．組織と体制について 
１．ガバナンス機能の一層の向上 
  指名委員会及び報酬委員会を統合し「指名・報酬委員会」とし、委員長を含む社外役員４名及び常勤

取締役１名の計５名の構成にて、四半期に一度の定期開催を行っております。 
  後継者計画の策定及び役員報酬制度の見直しについては、外部機関の支援も受けて取り組み、指名・

報酬委員会での審議を経てそれぞれ策定及び見直しを完了しております。今後は、その運用フェーズに

移行し、引き続き実行を図ってまいります。指名・報酬委員会に対する外部評価については、取締役会

の実効性評価とあわせ、その評価結果を当社ホームページにて 2025 年 12 月 26 日に公表しております。 
コンプライアンス委員会については、常任メンバーに、外部専門家（弁護士）を加え運用を行ってお

ります。また、内部通報窓口である「ジェイ・エス・ビー ホットライン」をより効果的に運用するため、

従来の窓口であったコンプライアンス委員会に加えて、監査役室窓口及び社外役員窓口を新設いたしま

した。加えてお取引先様等の外部からの通報制度についても、当社ホームページ上に通報窓口を設けま



 
 

した。これらの窓口で受け付けた事案については、その内容の重大さに応じて、当社から独立し、かつ

十分な調査が可能となる体制を確保することをそれぞれの社内規程において明確化しました。 
常勤取締役及び従業員に対するコンプライアンス意識調査は、2025 年 10 月までに実施済みです。 
尚、この度の事案が発生した部署である秘書室は廃止し、引き続き存続させるべき機能については、

その内容に応じ他の各部門に移管いたしました。また常勤取締役の部長職兼務は解消し、内部統制シス

テム基本方針においても兼務禁止を明確化いたしました。 
業務の属人化防止については、2025 年６月に全社的な人事異動を行っており、引き続き不正リスク抑

制及び人材育成のため、特定の従業員に業務が偏らない体制整備を進めてまいります。 
 
２．取締役会の機能の強化 

2025 年 10 月 27 日付で社外取締役１名が辞任したため、社外取締役が過半数という取締役会の構成

に関する基準は満たさない状態となっておりますが、2026 年１月 27 日開催予定の第 37 回定時株主総

会で上記基準を満たす員数の社外取締役を選任いただくべく、社外取締役候補者４名について選定済み

です。また、社外役員の任期を最長８年とすることを含む、社外役員の独立性基準を設定いたしました。

前述の社外取締役候補者４名についても全員、当該基準を満たしております。社外役員に対するサポー

ト体制強化、議案の早期共有と重要性等に応じた事前説明を行うとともに、取締役会議長については、

2025 年８月度の取締役会より、社外取締役が務めております。 
各役員の自己評価を含むアンケートを含めた取締役会の実効性評価については、その評価結果を当社

ホームページにて 2025 年 12 月 26 日に公表しております。 
尚、従前は取締役が兼務することが多かった本部長職は執行役員が担うことで、業務執行を執行役員

に委ね、取締役は経営と監督に注力する体制をとっております。 
 

３．東証プライム上場企業の取締役としてのコンプライアンス意識の向上 
四半期に一度、社外役員間の情報交換・認識共有を図るための社外役員連絡会を開催するとともに、

常勤取締役と社外取締役・監査役会が緊密に連携できるよう、取締役会以外に、常勤取締役と社外取締

役及び監査役会との間のコミュニケーションの場を設定しております。また、社外役員の社内会議等へ

の出席の一環として、2025 年 10 月に、本年度の社内研修（階層別研修）の参加者から選抜された従業

員による経営陣への成果発表の場に社外役員も出席し、適宜コメント・質疑応答を行う等、現場の声を

聞く機会を設けました。 
常勤取締役に対する、会社法や会計・税務処理を含めたコンプライアンスに関する研修プログラムは、

外部講師も起用し、2025 年８月より実施しており、2025 年 10 月期中に予定しておりました研修は全て

実施済みです。 
今後も、これらの取り組みを継続的に実施してまいります。 
後継者計画の策定状況については、上記「Ⅱ．組織と体制について １．ガバナンス機能の一層の向

上」に記載のとおりです。 
 
４．監査機能の増強 

監査役室を新設し、監査役会の同意を得て常勤スタッフ１名を配置いたしました。 
内部監査室は、人員を１名新たに増員し、体制を強化しております。また内部監査規程の改訂を行い、

内部監査室からのレポートラインに取締役会及び監査役会を追加することで、レポートラインの複線化



 
 

を実施しております。 
 
Ⅲ．仕組みについて 
１．不適切な内部統制の運用改善 

稟議書をより実効的なものにするため、社内規程及びワークフロー設定を見直し、自己決裁、曖昧な

記載や証憑の未添付を禁止しました。 
 
２．会社法、会計税務上の処理の正常化と再発防止のためのルール化・研修・啓蒙 

特別調査委員会の調査により認識した会社法上及び会計・税務上の問題について、過去分については、

是正措置が完了しており、上記「Ⅲ．仕組みについて １．不適切な内部統制の運用改善」に記載の稟議

手続見直しにより、再発防止を図っております。 
研修・啓蒙につきましては、2025 年５月に、幹部従業員を含む全社向けに、この度の事案の振り返り

研修を実施しました。また、2025 年９月及び 10 月に、役員及び従業員向けに、コーポレートガバナン

ス・コード及び企業不祥事の再発防止についての勉強会を実施済です。今後も、定期的な実施を継続し

てまいります。 
 

３．処分等 
 この度の事案に関与した元取締役全員より、既に、特別調査委員会が指摘した私的経費の全額が弁済さ

れております。また、退任前に実施した月額報酬の減額、株式交付信託の不交付に加え、割当済の譲渡制

限付株式についても、役員株式報酬規程に定める無償取得事由に該当すると判断された者に割り当ててい

たものは、当社にて無償取得を行いました。加えて、特別調査委員会による調査期間前の期間における役

職員の経費の使用についても、監査役による追加調査の結果を踏まえて、対象となる元役員と協議のうえ、

必要な精算を全て終えております。これらの対応により、特別調査費用相当額を含め、当社において金銭

的にも相応の損害回復を実質的に達成していることから、これらの措置をもって、この度の事案について

の役員責任の明確化がなされたものと考えています。 
 
４．簿外資産（金券類・ワイン）の扱い 

この度、簿外資産として認識した金券類・ワインについては、2024 年 10 月期決算において貯蔵品と

して資産計上を行っておりました。 
金券類については、正当な目的と認められる業務上の経費使用時において適宜費消することで削減を

進めており、その大半の処分を終えております。 
またワインについては、売却に際し必要となった酒類販売業免許の取得の上、2025 年 10 月に売却及

び売却先への引き渡しを終えております。 
 

当社は引き続き、再発防止策の継続的な運用等を通じ、コーポレート・ガバナンス及び内部統制の強化

を実行することにより、株主をはじめとする全てのステークホルダーの皆様からの信頼回復に努めてまい

ります。 
 

以 上 


